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（注1）個人預かり金融資産残高は、投資信託、生命保険、公共債の合計であり、外貨預金は含んでおりません。

預金残高の地域別比率 個人預かり金融資産残高の
地域別比率

    預金業務等の状況   
　平成30年9月末の預金残高
は2兆2,007億円、うち佐賀
県・福岡県合計の残高は2兆
1,617億円と全体の98.2％
を占めております。また、平成
30年9月末の個人預かり金融
資産（注１）残高3,117億円の
うち98.0%が佐賀県・福岡県
のものとなっております。

預金残高
2兆2,007億円

佐賀
1兆6,703億円
（75.9%）

福岡
4,913億円
（22.3%）

東京・長崎
389億円
（1.8％）

個人預かり
金融資産残高
3,117億円

佐賀
2,351億円
（75.4％）

福岡
704億円
（22.6％）

東京・長崎
61億円
（1.9%）

　平成30年9月末の中小企業等貸出金残高は1兆2,071億円と、総貸
出金に占める割合は73.0%となっております。

貸出金残高
1兆6,522億円

　事業者先数は、事業性評価に基づいた
提案力を強化し、創業、成長、事業承継な
どライフステージに応じた適切な支援を
行ったことにより着実に増加しています。

事業者先数の推移総貸出金に占める
中小企業等貸出金の残高

総貸出金に占める
中小企業等貸出金の比率
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地域貢献活動～より豊かな地域社会づくりを目指して～
　当行は、地域に根をおろす地方銀行として、地場産業の振興・発展をお手伝いするとともに地域社会の皆さまの
豊かな生活づくりと地域文化の向上のお役に立つことを使命と考えております。

　当行では、地域の企業や個人事業主の皆さまの事業に必要な運転資金、
設備資金等、様々な資金需要に積極的にお応えしております。

銀 行 業 務 を
通じた地域貢献

地域の皆さまとともに
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中小企業等貸出金
1兆2,071億円
（73.0%）

1兆1,462億円1兆1,462億円

1兆4,773億円1兆4,773億円

1兆1,871億円1兆1,871億円 1兆2,071億円1兆2,071億円

（注）中小企業等とは、資本金が3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社または常用する従業員数が300人
　　（ただし、卸売業、サービス業は100人、小売業は50人）以下の会社および個人をいいます。

1兆5,152億円1兆5,152億円

1兆6,522億円1兆6,522億円

自 己 資 本 比 率
平成30年9月末の自己資本比率（国内基準）は、中小企業向けの貸出金増加によるリスクアセットの増加や劣後ローン

の返済による自己資本の減少がありましたが、他方で利益の積み上げによる自己資本の増加があったことにより、前年同
期比0.56％ポイント、平成30年3月末比0.06%ポイントそれぞれ増加し8.20%となりました。

不 良 債 権 の 状 況
　債権総額中に占める金融再生法開示債権（いわゆる不良債権）の比率は、平成30年3月末の2.12％が平成
30年9月末には2.08％となりました。
　なお、当行は部分直接償却を行っておりませんが、部分直接償却を行った場合のこの比率をみますと、平成30
年9月末で1.84％（平成30年3月末では1.91％）となっております。

■平成30年9月末の不良債権の状況

債権総額
1兆6,703億円

正常債権
1兆6,354億円

部分直接償却相当額
40億円

 不良債権
348億円

（全体の2.08％）

 部分直接償却を
行った場合の
不良債権額
307億円

（全体の1.84％）

※不良債権は金融再生法開示債権です。
※当行は部分直接償却を行っておりませんので、その相当額に対して貸倒引当金を計上しております。

不良債権
348億円

■自己資本比率（国内基準）
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■自己資本額（国内基準）
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